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平成３０年１２月２０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年(行ウ)第５７３号 不当労働行為救済命令取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成３０年９月１０日 

判決 

原告       Ｘ１株式会社 

被告       国 

処分をした行政庁 中央労働委員会 

主文 

１ 中央労働委員会が中労委平成２７年(不再)第５５号及び同第５６号併合事

件について平成２９年９月２０日付けでした命令のうち主文第１項(1)及び第

２項を取り消す。 

２ 訴訟費用は,被告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

  主文第１項と同旨である。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

  原告に期間雇用社員として雇用されていた特定の労働者が加入する労働

組合であるＣ１労働組合Ｃ２協議会Ｃ３ユニオン(以下「本件組合」という。)

が東京都労働委員会(以下「都労委」という。)に対して原告が当該特定の

労働者をいわゆる雇い止めにしたことが労働組合法(昭和２４年法律第１７

４号。以下「労組法」という。)第７条第１号の規定に違反する旨等の申立

てをしたところ,都労委が本件組合の請求に係る救済の一部を認容する旨の

命令(以下「本件初審命令」という。)をし,さらに,本件初審命令を不服と

して原告及び本件組合がそれぞれした再審査の各申立てについて中央労働

委員会(以下「本件処分行政庁」という。)が原告の当該申立てに基づいて

本件初審命令の一部を変更するとともに,その余の原告の当該申立てを棄却

し,かつ,本件組合の当該申立てを棄却する旨の命令(以下「本件命令」とい

う。)をした。 

  本件は,原告が,本件処分行政庁のした本件命令のうち主文第１項(1)及び

第２項が違法である旨を主張して,その取消しを求めた事案である。 

２ 前提事実(括弧内において掲記する証拠又は弁論の全趣旨によって容易に

認めることができる事実等)  

(1) 当事者等 

ア 原告は,株式会社であり,平成２４年１０月１日に,Ｘ２株式会社と

の間で,Ｘ２株式会社を吸収合併消滅株式会社とし,原告を吸収合併存

続株式会社とする吸収合併を行うとともに,その商号をそれまでの「Ｘ３

株式会社」から現在のものに変更した。 

イ 本件組合は,原告の期間雇用社員等によって平成２３年６月１０日

に組織された労働組合である。 
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ウ Ａ１氏(以下「本件労働者」という。)は,Ｘ２株式会社との間で,平

成２２年３月１７日に契約期間を同日から同月３１日までとする雇用

契約(以下「本件雇用契約」という。)を締結した。当該契約期間の満

了に当たり,本件労働者とＸ２株式会社は,契約期間を同年４月１日か

ら同年９月３０日までとして本件雇用契約を更新し,その後も,契約期

間をいずれも６か月間として本件雇用契約を更新し,平成２４年３月

３１付けの更新(以下「第５回契約更新」という。)に際しては,その

契約期間が同年４月１日から同年９月３０日までとされた。その後,

同年１０月１日に上記アの吸収合併が行われ,本件労働者は,同日付け

で,Ｘ２株式会社の権利義務を承継した原告との間で,契約期間を同日

から平成２５年３月３１日までとして本件雇用契約を更新した(以下

この更新を「第６回契約更新」という。)。本件雇用契約において定

められていた就業の場所は,平成２２年４月１日から平成２４年９月

３０日までの間においては,Ｘ２株式会社のＣ４支店Ｃ５課とされ,同

年１０月１日から平成２５年３月３１日までの間においては,原告の

Ｃ４局(当該吸収合併に際して上記のＣ４支店がＣ４局と称すること

とされた。以下平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの

間に本件労働者が勤務した東京都中央区所在のこの局を「Ｃ４局」と

いう。)Ｃ５課とされた。また,本件雇用契約においては,従事すべき

業務の内容は,内務事務等とされた。 

(2) 本件労働者の雇い止めに係る経緯等 

ア 本件労働者は,平成２４年４月１７日に,深夜勤務を終えて帰宅する

途上,急発進してきた自動車の前輪に右足をひかれるという交通事故

に遭い,負傷した。 

イ 本件労働者は,上記アの負傷による痛みを理由として同日の勤務を

休んだ後,治療のための欠勤を続け,同年９月１９日に出勤をしたもの

の,その後も再び平成２５年３月３１日まで欠勤を続けた。その間,本

件労働者は,受診していた医師又は柔道整復師の診断等を受けるたび

に,当該医師等の作成に係る診断書等を原告に提出するとともに,当該

診断等の内容や治療の状況等を原告に報告していた。 

ウ Ｃ４局Ｃ５課(平成２５年３月１日に行われた原告の組織改正に伴

い,「Ｃ５部」に改正された。以下この組織改正の前後を通じて「Ｃ５

部」という。)のＢ１担当課長(当該組織改正に伴い,担当課長が「副

部長」と改正された。以下当該改正の前後を通じてＢ１担当課長を「Ｂ１

副部長」という。)は,本件労働者から右足の治療のために約３０日間

の安静加療が必要である旨が記載された柔道整復師の作成に係る平成

２４年８月１２日付けの診断証明書の提出を受けたことから,同月２

３日,本件労働者に対して電話をし,約３０分間にわたり,治療の状況

や今後の職場復帰の見通し等についての事情を聴取した。その際,本

件労働者は,Ｂ１副部長に対し,治療の状況を説明するとともに,同年
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９月の第２週目からは職場に復帰することができる見通しであること

などを伝えた。また,Ｂ１副部長は,本件労働者が上記アの交通事故か

ら約４か月間にわたって欠勤しているものの,在籍していることには

なっているので,職場が要員不足のままその補充ができない状態にあ

ること,このまま欠勤が続けば同月３０日をもって期間満了によって

本件雇用契約が終了することなどを伝えた。 

エ Ｂ１副部長は,同年８月２３日,Ｂ２Ｃ５課課長(上記ウの組織改正

に伴い,Ｃ５課長が「Ｃ５部長」に改正された。以下当該改正の前後

を通じてＢ２Ｃ５課長を「Ｂ２部長」という。)に対し,本件労働者か

ら聴取した上記ウの内容を報告した。当該報告を受けたＢ２部長は,

同日,本件労働者が同年９月の第２週目以降に復帰した後にその様子

を見ることとし,同年１０月１日付けで本件雇用契約を更新すること

を決定した。 

オ Ｂ１副部長から上記ウの内容を伝えられた本件労働者は,このまま

では原告に雇い止めをされるのではないかと危惧し,同年８月２４日,

本件組合に加入し,同月３０日付けで,その旨を原告に通知した。 

カ Ｂ２部長は,平成２５年２月２２日,平成２４年１０月１日に本件雇

用契約が更新されて以降の本件労働者の勤務実績がないことや,本件

労働者が提出した「加療中であり、治療上必要の為長時間の立ち仕事・

重作業等は、当分の間(約４週間)避けるべきと考える」等と記載され

た医師の作成に係る平成２５年２月７日付けの診断書の記載の内容に

照らして職場に復帰することができる見込みが立たない状況であった

ことなどを理由として,原告の期間雇用社員就業規則第１０条第１項

の定め(当該定めの内容は,「会社が必要とし、本人が希望する場合は、

雇用契約を更新することがある。ただし、雇用契約期間が満了した際

に、業務の性質、業務量の変動、経営上の事由等並びに社員の勤務成

績、勤務態度、業務遂行能力、健康状態等を勘案して検討し、更新が

不適当と認めた時には、雇用契約を更新しない。」というものである。)

に基づき,同年３月３１日をもって契約期間が満了する本件雇用契約

を同年４月１日以降は更新しないこととし,Ｃ４局長の承認を得た。

その後,原告は,同年２月２７日,同条第３項本文の定め(当該定めの内

容は,「雇用契約を更新しないときは、契約の満了する３０日前まで

に、その予告を行う。」というものである。)に基づき,本件労働者に

対してその旨を記載した同年２月２２日付けの「雇止め予告通知書」

と題する書面を郵送し,本件労働者が遅くとも同年３月１日までに当

該書面を受領した(以下原告が当該書面によってした本件雇用契約を

同年４月１日以降に更新しない旨の通知を「本件雇止予告通知」とい

う。)。 

キ 本件組合は,同年３月４日,原告に対し,「交渉事項(Ｃ５課Ａ１組合

員に対する「雇い止め予告通知」の撤回要求)」と記載した同日付け
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の団体交渉申入書をもって団体交渉を申し入れ(なお,当該団体交渉申

入書には,本件雇止予告通知の撤回要求以外の交渉事項は記載されて

いなかった。),同月１２日には,本件組合と原告との間で団体交渉(以

下「本件第一回団交」という。)が行われた。本件第一回団交には,本

件組合側からＡ２委員長(以下「Ａ２委員長」という。)及び本件労働

者に加え,４名の組合員(うち２名が執行委員であった。)が出席し,原

告側からＣ４局総務部のＢ３総務部長(以下「Ｂ３総務部長」という。),

Ｂ２部長及びＢ１副部長が出席した。本件第一回団交においては,次

の(ｱ)から(ｶ)までを含むやり取りが行われた。 

(ｱ) Ｂ３総務部長は,本件第一回団交の冒頭において,Ｂ３総務部長,

Ｂ２部長及びＢ１副部長の３名が原告から本件雇止予告通知の撤回

に係る要求に関する交渉権限を委ねられており,Ｂ３総務部長につ

いてはＣ４局長から全権の委任を受けている旨を説明した。その後,

本件第一回団交の進め方について議論がされた結果,原告側の出席

者から当該要求に対する回答と説明を行った後に,本件組合側の出

席者からの質疑に入ることとなった。 

(ｲ) 続いて,Ｂ３総務部長は,原告として上記(ｱ)の要求に応ずること

ができない旨を回答し,その理由として,同日の時点において,平成

２４年１０月１日に本件雇用契約が更新されて以降の本件労働者の

勤務実績がなく,勤務成績が不良であるため,就業規則の定めに基づ

いて更新が不適当であると判断したからである旨を説明した。また,

Ｂ３総務部長は,当該定めに当たる期間雇用社員就業規則第１０条

及び第１５条の各定め(同条の定めの内容は,その柱書きにおいて「社

員が次の各号のいずれかに該当するときは、退職する。」とすると

ともに,その第１号において「雇用契約期間を満了し、契約が更新

されなかった場合は、雇用契約期間が満了した日をもって退職とす

る。」とするものである。)が記載された「期間雇用社員就業規則～

抜粋～」と題する書面を本件組合側の出席者に配布して当該各定め

等を読み上げた上,期間雇用社員就業規則第１０条第１項の定めに

基づいて上記のとおりの判断をしたこと,期間雇用社員就業規則第

１５条第１号の定めに基づき,本件雇用契約の契約期間が満了する

平成２５年３月３１日をもって本件労働者が退職となること,本件

雇止予告通知が期間雇用社員就業規則第１０条第３項本文の定めに

基づいてしたものであることを説明した。さらに,Ｂ３総務部長は,

第５回目契約更新の後の契約期間である平成２４年４月１日から同

年９月３０日までの間に本件労働者が勤務すべきであった９７日の

うち実際に勤務した日数が７日にとどまり,上記アの交通事故の発

生した同年４月１７日以降は１日しか勤務していないこと及び第６

回目契約更新の後の契約期間中である同年１０月１日から平成２５

年２月２８日までの間に本件労働者が勤務すべきであった８０日に
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ついては１日も勤務していないことから,本件労働者の勤務成績が

不良であると判断した旨を説明した。 

(ｳ) 上記(ｲ)の説明に対し,本件組合側の出席者は,「何回更新してい

るかということが,一番の争点になるわけですよね。単なる有期契

約社員というだけでなくて,ほほ３年とか働いていた場合は,正社員

と同じ労働条件が,雇用についての条件が生み出されるわけですよ

ね。」などと述べ,本件雇用契約の更新回数を尋ねるとともに,更新

を重ねている場合には雇い止めが許されない旨を主張した。これに

対し,Ｂ３総務部長は,本件雇用契約の更新回数が５回である旨を回

答するとともに,「本件の雇止めについて,単に雇用契約が２年以上

あるとか,あるいは更新回数が今の話,５回あるとか,ことをもって,

解雇の法理が類推適用されるっていうことはないものと認識してい

ます。仮に本件雇止めについて解雇の法理が類推適用されたとして

も,Ａ１さんの場合,労働提供を全くしていないことですから,解雇

に必要となる客観的に合理的な理由は(略)うちの方は存在するとい

うことを認識しています。」などと述べた。 

(ｴ) また,Ａ２委員長は,「会社からあと何日間出ないと雇止めになり

ますよという説明は事前になされたんですか。」などと尋ねた。こ

れに対し,Ｂ３総務部長及びＢ１副部長は,Ｂ１副部長が上記ウのと

おり本件労働者に対して電話をした際に,これ以上働けない状況が

続けば第５回契約更新の後の契約期間が満了する平成２４年９月３

０日をもって雇い止めにすることも考えなければいけないことを伝

えた旨を回答した。本件組合側の出席者は,原告側の出席者に対し,

Ｂ１副部長が本件労働者に伝えた上記の内容を記録したメモ等の有

無を尋ねるとともに,電話聴取書がある旨の原告側の出席者の回答

を受けて,当該電話聴取書を提出するように求めた。続いて,Ａ２委

員長が「それはちゃんと会社から説明があって,今こういう状態な

んで,あと何日間働いてもらわないと雇止めになってしまいますよ,

と。雇止めするんであれば,今月中にあと何日間働いてくださいと,

それで医師の診断書をもらってきてくださいって丁寧に説明するの

が普通なんですよ。その説明が一切なければ,それは,ただ,会社が

雇止めをするために,何の説明もなく休ませて,首を切ったって,そ

ういうことなんですよ。だから,ちゃんと説明をしたのかっていう

話をしているんですよ。」と述べ,さらに,本件組合側の出席者は,第

６回契約更新の後の契約期間の満了に当たって同旨の説明がされて

いるかどうかを尋ねた。これに対してＢ３総務課長が答えようとし

たところ,本件労働者は,上記ウの電話の際のＢ１副部長の発言に関

し,「それとですね,それとですね,Ｂ１課長が言われたことに対し

て,私がいるから新しい人員を雇えないっていう発言をされたんで

すよ。」,「つまり私が働かない限り新しい人員を雇えないから迷惑
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だっていうことを言われたんです。それもパワーハラスメントじゃ

ないんですか。」との指摘をした(以下当該指摘の対象とされた上記

ウの電話におけるＢ１副部長の発言を「本件副部長発言」という。)。

これに対し,Ｂ１副部長が「今のような表現はしてないと思うんで

すけどね。」と述べたところ,本件労働者は,その後も続けて,「で,

現在私がいなくてももう,深夜勤２名採用してますよね?」,「とい

うことは私が会社にいなくても,人員はいつでも雇用できたんじゃ

ないんですか。」,「なのに,それを,それを理由にして私を解雇しよ

うとしましたよね,８月に。」などと述べ,他の本件組合側の出席者

も,「Ａ１さんが言ったのは,Ｂ１さんが,ね,８月の電話のときに,

彼女がいるから,ね,新しい人を雇えないというふうに言った,それ

は事実なんでしょ?」と尋ねた。これに対し,Ｂ１副部長が「労働力

という部分では非常に,少ない状況があるということも,Ａ１さんに

は伝えているという,そのために。」,「Ａ１さんがいない部分で足

りてない,ただあの,まあ,労働力としては,カウントされている。ま

あ,休んでいるっていう事実はありますから,それについては認識し

てますけれども,なかなかそのプラスで雇えるかどうかっていうの

は,まあ当然色んな判断があって,可能になると。」と答えたところ,

Ａ２委員長は,「彼女が言ってるのは,(略)あなたがいるから雇えな

いんだとあなたは怪我をしていて戦力にならないから,クビにしな

いと他の人が雇えないんだと言われてるんですよ。で,再三に渡っ

て,電話で,あなたは働けないから辞めてくださいっていう退職強要

を何度も受けてるっていうんですよ。再三に渡って。で,そんな状

況でまともに会社に行くことができますか?怪我してる人間に,あな

た,あなたがいるから雇えないんですよと。あなたがいなくなれば

雇うことができるんですよ。だから辞めてくださいって言われてる

んですよ。」などと述べた。これに対し,Ｂ３総務部長が「まず労働

力が提供されないことについて,提供されないかどうかを確認した

わけですよね,まずね。で,確認をして,その確認のあとに,その状況

を聞いて,辞めて欲しいとかいうことはこっちは言っていない。」と

述べ,Ｂ１副部長が本件副部長発言において本件労働者に対して退

職を要求したことを否定したが,その後も,Ａ２委員長は,「あなた

がいつまでも怪我しているから,あなたは戦力にならないと,だから

新しい戦力は雇えないんですよと。だから辞めてくださいというふ

うに言われてるんですよ。そういうふうな言い方は当たり前にする

んですか」などと述べた。本件第一回団交において,本件労働者を

除き,本件組合側の出席者で,本件副部長発言が「パワーハラスメン

ト」に当たる旨を指摘した者はいなかった。 

(ｵ) その後,本件組合側の出席者は,「昨年の労働契約法改正になった

でしょ,ねえ。有期労働契約者も,ねえ,正規に準ずるって法的に義
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務付けられたでしょ,ねえ。彼女なんか文字どおりもう３年も働い

ているわけなんだから。正規と同じ雇用条件ですよ。」などと述べ

て,原告が本件雇用契約を更新しないという取扱いが解雇に当たり,

許されない旨を主張した。これに対し,Ｂ３総務部長は,当該取扱い

が,解雇ではなく,契約期間満了に伴う雇い止めである旨を回答した

ものの,本件組合側の出席者は,その後も,「５回も更新してる場合

は,正規雇用労働者と一緒の雇用条件が発生するわけ。」,「有期労

働契約社員でも雇止めはできないんだと。それをやる場合は解雇に

なるんですよっていうことを言ってんの。」などと上記の主張と同

旨の主張を繰り返した。 

(ｶ) 本件組合側の出席者は,本件第一回団交の終了に際して,原告側に

対し,本件雇用契約の更新の状況や本件労働者の勤務の状況が分か

る資料を提示するように要求をした。 

ク 平成２５年３月２５日,本件第一回団交に引き続き,本件組合と原告

との間で,２回目の団体交渉(以下「本件第二回団交」といい,本件第

一回団交と併せて「本件第一,二回団交」という。)が行われた。本件

第二回団交には,本件組合側からＡ２委員長及び本件労働者に加え,５

名の組合員(うち３名が執行委員であった。)が出席し,原告側からＢ３

総務部長,Ｂ２部長及びＢ１副部長が出席した。本件第二回団交にお

いては,次の(ｱ)から(ｴ)までを含むやり取りが行われた。 

(ｱ) 本件第二回団交の冒頭において,Ｂ３総務部長が,団体交渉の進め

方について,原告側の出席者から本件第一回団交において本件組合

から要求された資料を提示してそれについての説明を行った後に本

件組合側の出席者からの質疑に入りたいと述べたところ,本件組合

側の出席者は,特に異議を述べなかった。そこで,Ｂ３総務部長は,

本件雇用契約のそれまでの更新の状況及びＢ３総務部長が本件第一

回団交において説明したとおりの平成２４年４月１日以降の本件労

働者の勤務の状況が記載された「Ａ１氏の雇用契約更新状況等」と

題する書面を本件組合側の出席者に配布し,その内容を説明した。

この説明の中で,Ｂ３総務部長は,本件第一回団交において５回と回

答していた本件雇用契約の更新の回数を６回に訂正した。Ｂ３総務

部長は,当該書面及び本件第一回団交において提示した「期間雇用

社員就業規則～抜粋～」と題する書面をもって本件雇止予告通知に

関する説明のための資料としては十分であると認識している旨を述

べたところ,本件組合側の出席者が,特に異議を述べたり,追加の資

料の提示を要求することはなかった。また,Ｂ３総務部長は,本件第

一回団交において本件組合側の出席者が上記キ(ｳ)及び(ｵ)において

主張していた点について,労働契約法(平成１９年法律第１２８号)

や関連する過去の裁判例等に照らしても,そのような主張は当たら

ない旨を回答した。 
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(ｲ) これに対し,本件組合側の出席者は,その後も上記キ(ｳ)及び(ｵ)と

同旨の主張を繰り返し,「労働契約法の１９条をあなたはどう読む

んですか。」,「１９条に対する見解をちょっと述べてください。」

などと述べた。これに対し,Ｂ３総務部長は,本件労働者の雇い止め

については,労働契約法の一部を改正する法律(平成２４年法律第５

６号)による改正後の労働契約法との関係も含め,法的な問題がない

と認識している旨を答えた上で,本件組合側の出席者に対し,当該雇

い止めのどこが法的に問題である旨を主張するのかを尋ねた。これ

に対し,本件組合側の出席者は,具体的な返答をせず,当該改正後の

労働契約法の条文を読めば分かるとして,「１９条読んでみろよ。」,

「読み上げてくださいって言ってるんですよ。」,「ちゃんと読みな

さい。」,「１９条読めよ。そこに六法持ってきてんだろ。」などと

同法第１９条の規定を読み上げるように繰り返し求めたため,Ｂ３

総務部長は,同条柱書きの規定を全て読み上げた。その後,本件組合

側の出席者は,「今読んだ１９条は,切れたら切れたで次更新しなさ

いって書いてあんだよ。Ａ１さんのような場合は,更新しなきゃい

けないの。」,「本人が希望したら,更新しなきゃいけないって,今も

法律に書いてあったでしょ。」などと述べた。これに対し,Ｂ３総務

部長が「解釈の違いではないですか。」と答えたところ,本件組合側

の出席者は,「１９条に基づいて,反復更新している者に関しては,

本人の希望があれば,次も次回も契約が満期になったときに更新し

なきゃいけないっていうふうに,法理で定められているってことな

んですよ。」などと述べ,Ｂ３総務部長が再度「その解釈が違うんじ

ゃないですか。」と答えたが,本件組合側の出席者は,「反復更新を

して何年も契約更新をしている人間は,無条件にしなきゃいけない

っていうのが第１９条なんですよ。」,「社会的常識ですよ。」,「も

う１回読みなさいよ,１９条。」などと述べた。 

(ｳ) その後,本件組合側の出席者は,本件労働者が医師の診断に従って

療養している途中に原告が本件雇止予告通知に及んだことを追及し

たところ,本件労働者が,本件副部長発言に関し,「要するに,戦力外

である私が,邪魔だったわけですよね。あの,前年の８月に,Ｂ１副

部長による私がいるから新しい人が雇えないっていう発言覚えてま

すか?」と尋ねた。これに対し,Ｂ３総務部長が「それ,この間も説

明しましたですよね?」と述べたところ,本件労働者は,「はい。で

も,実際は,新,新,新夜勤に二人男性を雇っていますし,今現在も新

夜勤で募集かけてますよね。っていうことは,私がいてもいなくて

も,募集かけられる状態にあるんじゃないんですか。」と述べた。こ

れに対し,Ｂ３総務部長が答えようとしたところ,本件組合側の出席

者が「だから,Ｂ１さんが言ったことは嘘だったって事を言ってる

んだよ。」などと述べ,Ｂ１副部長は,嘘をついたわけではなく,原告
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の状況を踏まえて適正に判断した上で,本件労働者が言及した２名

を採用した旨を回答した。 

(ｴ) その直後,Ｂ３総務部長は,本件第一回団交において回答をしたこ

とについて同じような説明を求められている旨を述べた上で,団体

交渉の打切りに備えてあらかじめ用意しておいた文書を見ながら,

誠意をもってできる限りの説明を行ったが,本件労働者の雇い止め

が解雇である旨の本件組合の主張が原告の見解と大きく相違してお

り,残念ながらこれ以上の団体交渉の進展が見込めないので,本件第

二回団交をもって本件雇止予告通知の撤回要求に関する団体交渉を

打ち切りたい旨を述べ,Ｂ２部長及びＢ１副部長とともにその場を

退出した。 

ケ 原告は,平成２５年３月２７日付けで,本件労働者に対して本件雇用

契約を更新しないことにより退職となる旨を通知して,本件雇用契約

の更新の申込みを拒絶した(以下原告が同月３１日をもって契約期間

が満了した本件雇用契約を更新しなかったことを「本件雇止め」とい

う。)。  

コ その後,本件組合は,原告に対し,別紙の「日付」欄記載の各日付で,

当該「日付」欄に相当する「表題」欄記載の表題の各書面を送付し,

団体交渉を申し入れた(以下本件組合が当該各書面をもってした団体

交渉の申入れを併せて「本件各団交申入れ」といい,当該各書面を「本

件各団交申入書」という。)。本件各団交申入書には,当該「日付」欄

に相当する「記載内容」欄記載の内容を含む内容がそれぞれ記載され

ていた。他方,原告は,本件組合に対し,このうち同年４月１日付けの

団体交渉継続要求書に対する回答として,本件第一,二回団交において

本件雇止予告通知の撤回に応ずることができないこと等について誠実

かつ十分な説明を行ったものの,本件組合の理解を得られなかったた

め,これ以上の進展を見込めないと判断し,団体交渉を打ち切ったもの

であり,本件雇止めの撤回に応ずることはできないとの原告の回答を

変更することは考えておらず,これ以上の団体交渉の要求には応じら

れないこと,Ｂ２部長らが本件労働者に対してパワーハラスメントを

行った事実がないこと等を記載した同月４日付けの「回答書」と題す

る書面を送付し,その後も,本件各団交申入書のうち同月２４日付けか

ら同年１０月１８日付けまでのものについてはその団体交渉の要求に

応じられない旨を繰り返し回答したが,その後のものについては,回答

をしなかった。 

(3) 本件命令に至る経過 

ア 本件組合は,平成２６年１月３０日,都労委に対し,本件雇止めが労

組法第７条第１号の規定に違反するとともに,本件組合による本件雇

止予告通知の撤回の要求に関して行われた本件第一,二回団交におけ

る原告の対応や本件組合が本件雇止めの撤回等を求めて行った本件各
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団交申入れに対する原告の対応が同条第２号の規定に違反する旨等の

申立てをした。都労委は,平成２７年１１月１０日付けで,原告が本件

労働者の雇い止めに関する本件第一,二回団交において誠実に対応し

なかったこと及び本件第二回団交をもって団体交渉を打ち切り,本件

各団交申入れによって本件組合が申し入れたこの議題を含む団体交渉

に応じなかったことが同号の規定に違反するとして,本件組合の請求

に係る救済の一部を認容する旨の本件初審命令をした。 

イ 本件初審命令に対し,本件組合が申立てを棄却した部分を不服とし

て同年１２月１４日付けで労組法第２７条の１５第２項において準用

する同条第１項の規定に基づく再審査の申立てをし(中労委平成２７

年(不再)第５５号),原告が本件組合の請求に係る救済の一部を認容し

た部分を不服として同月２２日付けで同項の規定に基づく再審査の申

立てをして(同第５６号),これらの事件が併合されたところ,本件処分

行政庁は,平成２９年９月２０日付けで,本件第一,二回団交における

原告の対応や原告が本件第二回団交をもって本件雇止予告通知の撤回

の要求に係る団体交渉を打ち切り,その後に本件各団交申入れに対し

て本件雇止めの撤回の要求に係る団体交渉に応じなかったことが労組

法第７条第２号の規定に違反するとはいえないが,本件副部長発言が

本件労働者へのパワーハラスメントに当たるとして本件組合が要求し

ていた当該パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉に

応じなかったことが同号の規定に違反するとして,原告の再審査の申

立てに基づき本件初審命令の一部を変更するとともに,その余の原告

の当該申立てを棄却し,かつ,本件組合の再審査の申立てを棄却する旨

の本件命令をした(本件命令は,その主文及び理由の内容(本件命令に

係る命令書の理由第１の３参照)に照らし,本件初審命令も当該パワー

ハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉に応じなかったこと

が同号の規定に違反するとの判断をしているということを前提とした

上で,原告の同号違反となる行為を当該判断の範囲に限定したものと

解される。)。 

(4) 原告は,平成２９年１２月１９日,本件命令のうち主文第１項(1)(本件

副部長発言が本件労働者へのパワーハラスメントに当たるとして本件組

合が要求していた当該パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団

体交渉に応じなかったことが不当労働行為に当たるとし,その救済として

ポストノーティスを命じた部分)及び第２項(上記の部分に係る原告の再

審査の申立てを棄却した部分)の取消しを求めて,本件訴えを当裁判所に

提起した。本件組合は,出訴期間内に本件命令の取消しを求める訴えを提

起せず,本件訴えに係る訴訟にも,補助参加をしなかった。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

  本件における主な争点は,原告が本件各団交申入れへの対応として本件労

働者へのパワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉に応じな
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かったことが労組法第７条第２号の規定に違反するかどうかであり,当該争

点に関する当事者の主張は,以下のとおりである。 

(1) 被告の主張 

ア 原告は,本件各団交申入れにおいて本件副部長発言が本件労働者へ

のパワーハラスメントに当たるとして本件組合が申し入れていた当該

パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉を正当な理由

なく拒んだものである。 

イ 原告は,Ｂ１副部長による本件労働者へのパワーハラスメントに関

する本件各団交申入書の記載では,本件組合が団体交渉において何を

議論したいのか等を原告が把握することが不可能であった旨を主張し

ている。 

  しかし,本件労働者を含む本件組合側の出席者が本件第一,二回団交

において本件労働者が指摘した本件副部長発言の真意や表現を問題視

していたことは明らかであり,本件各団交申入書のうち,平成２５年４

月１日付けの団体交渉継続要求書においても本件副部長発言が交渉事

項として明記され,同年６月７日付けの団体交渉再開要求書において

もパワーハラスメントが団体交渉の中でも明らかになった事実である

として改めて交渉事項の趣旨を明示している。したがって,本件各団

交申入れにおいて,本件副部長発言が本件労働者へのパワーハラスメ

ントに当たるとして,当該パワーハラスメントに対する謝罪を本件組

合が要求していたことは,原告にとっても明らかであった。 

ウ また,原告は,本件副部長発言についての説明が本件第一,二回団交

において尽くされていた旨を主張している。 

しかし,本件第一回団交においては,原告側の出席者は,本件副部長

発言について,本件労働者が述べたような表現をしていない旨を回答

しただけであり,また,本件第二回団交においても,原告側の出席者は,

本件副部長発言については本件第一回団交で説明済みであるとして実

質的な回答をせず,本件労働者の「実際は,新,新,新夜勤に二人男性を

雇っていますし,今現在も新夜勤で募集かけてますよね。っていうこ

とは,私がいてもいなくても,募集かけられる状態にあるんじゃないで

すか。」との発言や,本件労働者が在籍していることになっているため

に要員の補充ができないという虚偽をＢ１副部長が述べた旨の本件組

合側の主張に対しても,虚偽ではなく,本件労働者が言及した２名の採

用が原告の状況を踏まえて適正に判断したことによるものであるとだ

け答え,どのような経緯で上記２名の募集を行ったか等を一切明らか

にしないまま,その直後に本件第二回団交を打ち切ったものである。

このような経緯に照らせば,原告は,本件労働者が指摘した本件副部長

発言について,その経緯や趣旨,本件副部長発言の後の原告の対応に係

る事情等についての説明を尽くしていたとはいえない。 

エ 以上によれば,原告の本件各団交申入れへの対応は,本件労働者への
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パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉を正当な理由

がなくて拒んだものとして,労組法第７条第２号の規定に違反する。

したがって,本件命令は,適法なものであり,原告の請求は,理由がない。 

(2) 原告の主張 

ア 本件組合は,本件第一回団交において,本件労働者が指摘した本件副

部長発言をパワーハラスメントに当たるとして問題視していたわけで

はなく,この指摘の前後を通じてしていた本件雇止めの違法性に関す

る主張の一環として,本件副部長発言を非難したにすぎず,当該指摘の

後も,本件副部長発言をパワーハラスメントの問題として議論をする

ことなく,本件雇止めの違法性に係る主張を繰り返していた。仮に,Ｂ１

副部長が本件副部長発言において本件労働者に対して退職を要求する

発言をしていたとしても,そもそも,使用者が雇い止めに先立って労働

者に対して退職を勧奨することは珍しいことではなく,当該発言もそ

れと同様に退職を勧奨するものにすぎないから,パワーハラスメント

に該当するものではない。それゆえ,本件組合側の出席者で「パワー

ハラスメント」という言葉を用いて当該発言を非難する者は,本件労

働者以外に誰一人としていなかったのである。また,本件第二回団交

においては,そもそも「パワーハラスメント」という言葉が使われる

こともなかった。このような経緯がある上,特定の行為がパワーハラ

スメントに当たるかどうかの判断には,当該特定の行為の個別具体性

が大きく影響するものであるにもかかわらず,本件各団交申入書には,

Ｂ１副部長による本件労働者へのパワーハラスメントである旨を主張

する具体的な事実が記載されていなかった。これに対し,本件第一,二

回団交において,原告側の出席者は,後記イのとおり,本件副部長発言

についての説明を尽くしていたのであり,Ｂ１副部長による本件労働

者へのパワーハラスメントに関する本件各団交申入書の記載では,本

件組合が団体交渉で何を議論したいのかや,本件組合の要求の内容を

原告が把握することは不可能であった。したがって,原告が本件各団

交申入れへの対応として本件労働者へのパワーハラスメントに対する

謝罪の要求に係る団体交渉に応じなかったことに正当な理由がないと

はいうことはできない。 

イ 仮に,本件各団交申入れにおいて,本件労働者が本件第一,二回団交

において指摘した本件副部長発言がパワーハラスメントに当たるとし

て,当該パワーハラスメントに対する謝罪を要求する団体交渉を本件

組合が申し入れていたとしても,Ｂ１副部長は,本件第一回団交におい

て,本件労働者が「働かない限り新しい人員を雇えないから迷惑だ」

という発言を自らがしたことを否定しつつ,平成２４年８月２３日の

電話の際に本件労働者に伝えた内容やその趣旨,本件労働者が言及し

た２名の採用に係る経緯を説明しており,Ｂ３総務部長も当該説明を

補足し,当該電話の際の本件副部長発言の全体的な趣旨を説明してい
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る。また,本件第二回団交においても,本件労働者が本件副部長発言に

ついて言及したのに対し,Ｂ３総務部長は,それについては本件第一回

団交において説明済みである旨を回答し,Ｂ１副部長が本件労働者が

在籍していることになっているために要員の補充ができないという虚

偽を述べた旨の本件組合側の出席者の主張に対しても,Ｂ１副部長は,

虚偽であることを否定するとともに,再び上記２名の採用に係る経緯

を説明している。これに対し,本件組合側の出席者は,本件第一回団交

において,原告側の出席者の説明を完全に否定する態度を示し,本件第

二回団交においても,原告側の出席者の説明を聞こうとしなかった。

本件組合は,本件副部長発言を本件雇止めの違法性を基礎付ける事情

として認識していたものであるところ,本件雇止めの違法性について

独自の主張に固執し,それと異なる解釈に基づく原告の説明に対して

全く聞く耳を持たなかったのであるから,原告側の出席者がこれ以上

に本件副部長発言に関する説明を繰り返したとしても,本件組合側の

出席者がそれを聞こうとする姿勢を示すはずがない。加えて,本件副

部長発言は,Ｂ１副部長と本件労働者との間の電話における一対一の

会話においてされたものであるから,事柄の性質上,原告側が行った上

記の説明以上の説明をすることは,不可能である。このように,原告側

の出席者の本件副部長発言についての説明は,本件第一,二回団交にお

いて尽くされていたのであるから,原告は,正当な理由なく本件労働者

へのパワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉に応じな

かったものではない。 

ウ 以上によれば,原告の本件各団交申入れへの対応が本件労働者への

パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉を拒むものと

して労組法第７条第２号の規定に違反するものではないから,本件命

令は,不適法なものとして,取り消されるべきである。 

第３ 争点に対する判断 

１ 原告は,上記第２の３(2)のとおり,原告の本件各団交申入れへの対応が本

件労働者へのバワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉をす

ることを正当な理由がなくて拒むものではなく,労組法第７条第２号に掲げ

る行為に当たるものではない旨を主張しているので,原告の主張するところ

に則して,検討を行うこととする。 

２ 原告の同アの主張について 

  原告は,当該主張において,Ｂ１副部長による本件労働者へのパワーハラ

スメントに関する本件各団交申入書の記載では,本件組合の要求の内容等を

原告が把握することが不可能であったことから,原告がその団体交渉に応じ

なかったことに正当な理由がないとはいうことができない旨を主張してい

る。 

  しかしながら,同２(2)キ及びクの前提事実において認定したとおり,本件

第一回団交において,本件労働者は,本件副部長発言がパワーハラスメント
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に当たる旨を明示的に指摘しており,それに続けて,他の本件組合側の出席

者も,「パワーハラスメント」という言葉を直接明示的には用いていなかっ

たとはいえ,本件副部長発言を非難しているのであって,本件第二回団交に

おいても,本件労働者が本件副部長発言に言及しているところ,証拠によれ

ば,本件第一,二回団交において本件副部長発言以外にＢ１副部長による本

件労働者へのパワーハラスメントとして問題とされた具体的な言動が存在

しないことを認めることができる。これらの事情を前提として,本件各団交

申入書に記載されたＢ１副部長による本件労働者へのパワーハラスメント

に関する交渉事項を見れば,本件組合が本件各団交申入れの当初から少なく

とも本件副部長発言を本件労働者へのパワーハラスメントの一つとして主

張し,当該パワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉を求めて

いたこと自体は,原告としても,推知をすることができたというべきである。 

  したがって,原告の上記の主張を採用することはできない。 

３ 同３(2)イの主張について 

(1) 原告は,当該主張において,仮に,本件各団交申入れにおいて本件副部長

発言がパワーハラスメントに当たるとして当該パワーハラスメントに対

する謝罪の要求に係る団体交渉を本件組合が申し入れていたとしても,

原告側の出席者の本件副部長発言についての説明は,本件第一,二回団交

において尽くされていたとして,原告が正当な理由なく本件労働者へのパ

ワーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉に応じなかったも

のではない旨を主張している。 

(2) 同２(2)キの前提事実のとおり,本件労働者は,本件第一回団交において,

本件副部長発言がパワーハラスメントに当たる旨を指摘しているところ,

この指摘は,本件組合側の出席者が本件雇用契約の更新を重ねてきた本件

労働者に対する雇い止めが許されない旨を主張した上で,雇い止めに至る

までに原告から本件労働者に対して事前に予告を行ったかどうかを尋ね,

それに関する質疑応答の中でされるに至ったものであり,さらに,当該指

摘に関する質疑応答の中では,Ａ２委員長が本件副部長発言を退職強要な

いし退職の要求と捉えて非難したものの,本件組合側の出席者で本件労働

者以外に本件副部長発言が「パワーハラスメント」に当たる旨を指摘し

た者はおらず,その後は,再び本件組合側の出席者が本件雇用契約の更新

を重ねてきた本件労働者に対する雇い止めが許されない旨の主張を繰り

返しているのである。また,同クの前提事実のとおり,本件第二回団交に

おいても,雇い止めが許されない旨の主張を本件組合側の出席者が繰り返

し,本件労働者の療養中に原告が本件雇止予告通知に及んだことを追及す

る中で,本件労働者が本件副部長発言についての言及をしたものの,その

際に本件労働者を含めた本件組合側の出席者から本件副部長発言が「パ

ワーハラスメント」に当たる旨の指摘はなかったものである。このよう

な本件第一,二回団交において本件副部長発言が取り上げられた際の経過

や,本件副部長発言に関する本件労働者を含む本件組合側の出席者の発言
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の内容等に照らすと,本件労働者を含む本件組合側の出席者は,本件第一,

二回団交において,雇い止めが許されない旨の主張を基礎付ける事情とし

て,雇い止めに至る経緯を問題とする中で,原告から療養中の本件労働者

に対して退職強要ないし,退職の要求があったことを非難する趣旨で,本

件副部長発言を取り上げていたものと解するのが相当である。 

  加えて,上記２において説示したとおり,本件各団交申入れにおいて,

本件組合が本件副部長発言を本件労働者に対するパワーハラスメントの

一つとして主張し,当該パワーハラスメントに対する謝罪の要求を交渉事

項の一つとして本件各団交申入れを行っていたということができるもの

の,上記第２の２(2)コの前提事実において認定した事実に加え,証拠によ

れば,本件各団交申入書のいずれにおいても,交渉事項の冒頭には本件雇

止めの撤回が掲げられていて,当該謝罪については本件雇止めに関連する

他の複数の交渉事項の一つとして掲げられていたにとどまり(本件各団交

申入書のうち最初のものである平成２５年４月１日付けの国体交渉継続

要求書の本文には,「団体交渉の案件は「雇い止め」解雇であり、Ｃ３ユ

ニオン組合員であるＡ１さんにとって期限が切迫する生活と生命そのも

のに関わる緊急の問題である」との記載があり,最後のものである平成２

６年４月１１日付け団体交渉再開要求書の本文には,「団体交渉の案件は、

Ａ１組合員の雇い止めを撤回し、現職復帰させること、である。以上の

要求はＡ１組合員の生活と生命がかかっており、これ以上の引き伸ばし

は人道上も許されない。直ちに団体交渉に応じることを要求する。」と記

載されている。),当該謝罪について掲げられていた交渉事項の内容とし

ても,単に当該パワーハラスメントに対する謝罪を求めるにとどまってい

て,本件第一,二回団交における原告側の本件副部長発言についての説明

等を踏まえた質問や要求などは全く記載されていなかったことを認める

ことができる。 

  以上の事情に鑑みると,本件組合は,本件各団交申入れにおいて,表面上

は,本件副部長発言がパワーハラスメントに当たるとして当該パワーハラ

スメントに対する謝罪の要求を交渉事項に挙げてはいたものの,飽くまで

も本件雇止めの撤回を本質的な要求とした上で,本件第一,二回団交にお

けるのと同様に,本件雇止めに至る経緯の中で本件労働者に対して退職強

要があったことを非難する趣旨で本件副部長発言を問題としていたもの

と解することが相当であって(現に,本件組合は,本件各団交申入書のうち

最後の二つの申入書である平成２６年３月２０日付け及び同年４月１１

日付け各団体交渉再開要求書においては,本件副部長発言が退職強要に当

たる旨を主張している。),当該謝罪の要求自体が本件団交申入れにおけ

る本件組合の本質的な要求であったと解することはできない。これに対

し,本件命令においては,本件雇止めの撤回とは別個の独立した議題とし

て当該謝罪の要求に関する議題が認定され,この議題が本件各団交申入れ

における中心的な問題であった旨の判断がされているものと解されるが,
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上記に説示したところによれば,当該謝罪の要求に関する交渉事項につい

てそのように捉えることは,形式的にすぎるといわざるを得ない。 

  ところで,本件命令においては,原告が本件第二回団交をもって本件雇

止予告通知の撤回に関する団体交渉を打ち切ったことに加え,その後も,

本件各団交申入れに対して本件雇止めの撤回の要求に係る団体交渉に応

じなかったことについて,いずれも,労組法第７条第２号に規定する団体

交渉をすることを正当な理由がなくて拒むことには当たらない旨の判断

がされている。確かに,上記第２の２(2)キ及びクの前提事実のとおり,

本件第一,二回団交において,原告側の出席者は,雇い止めの理由について

相応の説明を尽くしていたのに対し,本件組合側の出席者は,原告が説明

した雇い止めの理由に関して具体的な反論等を行うことなく,労働契約法

第１９条の規定に関する自らの見解に固執して本件雇止予告通知の撤回

を要求するのみであったものであり,本件全証拠によっても,本件第二回

団交の後に当該撤回に関して更に団体交渉を継続すべき新たな事情が生

じたものとも認めることはできない。このことに加え,本件全証拠を精査

しても,原告が第５回契約更新の後の本件労働者の勤務状況に照らして本

件雇用契約を平成２５年４月１日以降に更新しない旨の判断をしたこと

が合理的な理由を欠くものと断ずるに足りる事情をうかがうことができ

ないことなどに照らすと,当裁判所も,本件命令の当該判断は相当なもの

であると思料するところである。 

  このように,本件各団交申入れにおいて本質的な要求として挙げられて

いた本件雇止めの撤回の要求に係る団体交渉に原告が応じなかったこと

について正当な理由がないとはいえないことに加え,上記第２の２(2)キ

及びクの前提事実によれば,本件第一,二回団交における原告側の出席者

による本件副部長発言の内容や趣旨等に関する説明についても,本件組合

側の出席者は,これを無視し,Ｂ１副部長が虚偽を述べて原告に対して退

職を要求したなどと断定して,そのことを追及する姿勢に終始していたと

評することができるし,上記のとおり,本件各団交申入書においても,本件

副部長発言についての本件第一,二回団交における原告側の説明等を踏ま

えた質問や要求などが記載されていなかったこと,さらに,本件副部長発

言が本件労働者との一対一の電話におけるやり取りの中でされたもので

あり,録音等の客観的な証拠に基づいて議論ができるようなものではなか

ったことをも考慮すれば,原告が本件各団交申入れに対し,Ｂ１副部長が

本件労働者に対してパワーハラスメントを行った事実はない旨を回答し

たのみで,本質的な要求とは解されない本件労働者へのパワーハラスメン

トに対する謝罪の要求に係る団体交渉にそれ以上応じなかったことも,

やむを得ないものということができるから,そのことに正当な理由がない

とはいうことができないというべきである。 

(3) これに対し,被告は,上記第２の３(1)ウのとおり,本件第一,二回団交に

おいて原告が本件副部長発言についての説明を尽くしていたとはいうこ
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とができない旨を主張している。しかしながら,使用者が団体交渉におい

て一定の説明をして当該団体交渉を打ち切り,その後の団体交渉に応じな

かった場合において,そのことが労組法第７条第２号に規定する団体交渉

をすることを正当な理由がなくて拒むことに当たるかどうかについては,

個別具体的な団体交渉の過程を踏まえて判断すべきであるところ,原告が

本件各団交申入れに対して本件労働者へのパワーハラスメントに対する

謝罪を議題とする団体交渉に応じなかったことに正当な理由がないとは

いえないことは上記(2)で説示したとおりであって,仮に被告が上記の主

張において指摘する個別の事実関係についてなお原告側において説明す

ることが可能であったとしても,そのことが上記の結論を左右するもので

はない。 

４ したがって,原告が本件各団交申入れへの対応として本件労働者へのパワ

ーハラスメントに対する謝罪の要求に係る団体交渉を拒んだことが労組法

第７条第２号の行為に当たるということはできない。 

  そうすると,本件命令は,違法なものということになる。 

第４ 結論 

  以上によれば,原告の請求は,理由がある。 

  よって,原告の請求を認容することとし,主文のとおり判決する。 

  東京地方裁判所民事第３６部 

   

（別紙 省略） 


